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地籍調査予算の平成３０年度第２次補正（案）及び
平成３１年度当初（案）について

予算案
（ 12月21日閣議決定）

参考：前年度予算額

平成30年度
第２次補正

29.7 億円
（全額緊急対策関係）

28.0 億円

平成31年度
当初

129.8 億円
（うち20億円は緊急対策関係）

（復興特会計上分含み：130.9億円）

108.0 億円
（復興特会計上分含み：109.8億円）
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（案）

平成31年度
当初予算
（案）

※H23年度補正予算は、東日本大震災の被災地域における復興分として措置されたものである。
※H24年度当初予算の全国防災は、東日本大震災の教訓を踏まえ、災害への対応力を高めるために措置されたものである。
※H30年度補正予算、H31年度当初予算のうち緊急対策関係分については、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成30年12月14日閣議決定）」に基づき
措置されたものである。

地籍調査費負担金等の予算推移

平成23年度
補正予算

平成24年度
当初予算
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当初予算
（復興特会）

当初予算
（全国防災）

補正予算

緊急対策
（補正・当初）

108.0

平成30年度
当初予算
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Ⅰ．土地・建設産業局関係予算総括表 

 

 
 

  

（単位：百万円）

３１年度 前 年 度 倍　率

予 算 額

(A) (B) (A／B)

１．不動産情報インフラの整備 18,172 16,298 1.11

　（１）地籍整備の推進 13,385 11,313 1.18

　　うち・地籍調査の推進 12,978 10,800 1.20
　　　　　うち、2,000百万円は、臨時・特別の措置である。 2,000 0 皆増

　　　　　※この他、復興関係経費 111百万円がある。

　　　　・山村部境界基本調査の実施
　　　　　（山村部リモートセンシングデータ整備事業）

39 31 1.26

　　　　・民間等の測量成果を活用した都市部における地籍整備
　　　　　の推進

119 129 0.93

　（２）不動産情報の整備・提供の充実等 4,788 4,985 0.96

　　うち・地価公示の着実な実施 3,740 3,691 1.01

　　　　・不動産情報における官民連携に向けた環境整備 41 0 皆増

２．不動産市場の環境整備 198 196 1.01

　　うち・空き家・空き地の流通・活用等の促進 79 95 0.83

　　　　・所有者不明土地法の円滑な運用に向けた地域支援 54 0 皆増

　　　　・健全な賃貸住宅管理業及び個人の不動産投資の促進に
　　　　　向けた環境整備

24 0 皆増

３．建設市場の環境整備 532 509 1.05

　　うち・建設産業の働き方改革の推進 103 91 1.13

　　　　・誰もが安心して働き続けられる環境整備 55 57 0.98

　　　　・建設分野における外国人受入れの円滑化・適正化 224 81 2.78

４．建設産業・不動産業の海外展開の推進 107 104 1.03

５．その他 270 329 0.82

合　　　　　　計 19,279 17,436 1.11

（注１）上記の「地籍調査の推進」経費は、地籍調査費負担金（8,007百万円）及び

　　　　社会資本総合整備事業の社会資本整備円滑化地籍整備事業分（4,971百万円）である。

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、合計及び倍率は、一致しない場合もある。

区　　　　　　分

３
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Ⅲ．主要施策 

１．不動産情報インフラの整備 

（１）地籍整備の推進 

地籍調査の推進            

 

１２，９７８百万円（前年度１０，８００百万円） 

【うち、臨時・特別の措置２，０００百万円】 
 

※ 上記の金額は、地籍調査費負担金（8,007 百万円）及び 

社会資本総合整備事業の社会資本整備円滑化地籍整備事業分 

（4,971 百万円）である。 

※ 臨時・特別の措置 2,000 百万円は、地籍調査費負担金である。 

※ この他、復興関係経費（復興庁計上 111 百万円）がある。 

 

 

 

 市町村等が行う地籍調査（一筆毎の土地の境界、面積等を調査・測量し、地籍図等を作

成。平成 29 年度末の全国の進捗率は約 52％）について、より必要性・緊急性の高い地域

における地籍調査を重点的に支援し、効果的な土地境界等の整備を推進する。 

 また、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成 30 年 12 月 14 日閣議

決定）」を踏まえ、土砂災害警戒区域等の早急に災害への備えが必要な地域で実施する地

籍調査については、臨時・特別の措置による予算を活用し、速やかな地籍調査の実施を支

援する。 

 

＜主な内容＞ 

市町村等が実施する地籍調査の経費の一部に対して、負担金を交付する。交付にあた

っては、インフラ整備の円滑化、防災対策の推進、都市開発等の活性化、森林施業等の

円滑化、所有者不明土地対策に資する地籍調査を重点的に支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４
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山村部境界基本調査（山村部リモートセンシングデータ整備事業）の実施       

 

３９百万円（前年度３１百万円） 

 

山村部においては、高齢化・過疎化等の人口減による境界情報の喪失が進んでいるとと

もに、急峻な地形が多くあることから、現地立会作業や測量作業の困難な地域が多く、地

籍調査の進捗が遅れている。 

近年、地震や豪雨に伴う土砂災害等が頻発していることから、早急な地籍調査の実施が

求められているため、リモートセンシング技術を活用しつつ、地籍調査に先行して必要な

土地の境界に関する基礎的情報を国が整備する。 

 

＜主な内容＞ 

山村部において、土砂災害警戒区域等の早急な地籍調査の実施が必要な地域で、空中

写真、航空レーザ測量データ等のリモートセンシングデータから得られる、地形・植生

情報等の土地の境界に関する基礎的情報を広域的に国が整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市部官民境界基本調査の実施       

 

１０２百万円（前年度１６９百万円） 

 

 防災対策等の観点から市町村等による都市部の地籍調査を促進する 

ため、地籍調査に先行して必要な境界等の基礎的情報を国が整備する。 

 

＜主な内容＞ 

  都市部において、南海トラフ巨大地震による津波浸水想定地域等 

 の早急な地籍調査が必要な地域で、地籍調査に先行して道路等と民 

 有地の境界に関する基礎的情報を国が整備する。 

現 状 今 後 

 現地立会により土地所有者

等が現地で土地境界位置を

確認 

 土地所有者等が集会所等に一同

に会して空中写真等を基に土地境

界位置を確認 

【参考】リモートセンシングデータを活用した 

地籍調査の効率化イメージ 

［空中写真］ 

［微地形表現図］ 

    整備する基礎的情報の例 

［林相図］ 

【 公図等の境界情報 】 

【 現況の境界情報 】 

現況と公図等による境界 

の相違等を示す図面 

５
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民間等の測量成果を活用した都市部における地籍整備の推進 

                   

１１９百万円（前年度１２９百万円） 

 

地籍整備が特に遅れている都市部においては、防災対策や都市開発等に寄与する観点か

ら、地籍整備の一層の推進が求められている。このため、民間事業者や地方公共団体の公

共事業部局等が作成する地籍調査以外の測量成果を地籍整備に活用するための支援を行

う。 

 

＜主な内容＞ 

民間事業者等が積極的に国土調査法第 19 条第 5 項指定を申請できるように、測量・

調査等にかかる経費に対して、補助金を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国土調査法第 19条第 5項指定】 

土地に関する様々な測量の成果について、その精度・正確さが地籍調査と同等以上の場合には、当該成

果を地籍調査と同様に取り扱えるよう国土交通大臣等が指定する制度 

地籍調査以外の測量成果が国土調
査法に基づく指定（19条5項）を受ける
ことにより、地籍調査と同等の扱い

原則として地籍調査の実施は不要

国土調査法

地 籍 調 査

地籍調査以外の
測量・調査

成果の認証
（１９条２項）

成果の指定
（１９条５項）

【指定の行われた民間開発事業の測量事例】 

 

調査実施地区：福岡県小郡市 

調 査 面 積 ：3.3 ｈａ 

調 査 内 容 ：民間開発事業者が駅前の住宅地開発

事業を行うため、測量・調査、成果

の作成を実施 

 

 

 

【地籍整備推進調査費補助金】 

 

事業主体：民間事業者、地方公共団体 

地域要件：人口集中地区又は都市計画区域 

対象経費：19条 5項指定に必要な測量・調査 

に要する経費 

（調査計画等策定、境界情報等整 

備、成果等作成） 

補 助 率： 

 

 

 

 

 
  

 

  

       

国

１／２

地方公

共団体

１／２

地方公共団体（直接補助）

１/２以内 

１/３以内 １/３以内※ 

※ただし地方公共団体の 

補助する額の 1/2が限度 
【 民間開発事業のイメージ図 】 

民間事業者（直接補助） 民間事業者（間接補助） 

６
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ＩＣＴを活用した地籍調査の効率化に向けた環境整備 

                   

５１百万円（前年度７０百万円） 

 

都市部においては、防災対策や都市開発等の観点において、地籍整備を早急に実施する 

必要があり、近年進展しているＩＣＴ等の新たな技術を活用することで、官民境界の先行

調査や地籍調査以外の民間測量成果等を活用した効率的な地籍調査を実施するための環境

整備を行い、都市部の地籍調査をより一層推進する。 

 

＜主な内容＞ 

民間測量成果※等を有効に活用した効率的な地籍調査手法を確立するため、地籍調査

以外の民間測量成果等を蓄積・共有する地籍整備プラットフォーム（仮称）の本格導入

に向けた実証実験等を行う。 
※個々の土地取引や民間開発事業等で得られた測量成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間測量成果等を活用した効率的な地籍調査   

 

地籍整備プラットフォーム（仮称）の運用イメージ 

地籍整備プラットフォーム 

（仮称） 

（上記システムについては、平成 30年度予算で開発に着手） 

７



地籍調査緊急対策

概 要： 近年の気象の急激な変化に伴う土砂災害や洪水等を踏まえ、土砂災害警戒区域等の
今後災害が想定される地域において、市町村等が実施する地籍調査に対して国庫負
担金を重点的に交付する。

府省庁名：国土交通省

市街地・道路

箇 所：約360㎢
期 間：2020年度まで
実施主体：市町村等

地籍調査緊急対策 内 容：近年の気象の急激な変化に伴う土砂災害や洪水等を踏まえ、
今後災害が想定される地域（土砂災害警戒区域等）のうち、人
家や重要インフラへの影響が大きいなど特に緊急性が高い地
域について、市町村等が地籍調査を実施する場合、当該調査を
重点的に支援することで、各種防災事業の円滑化や災害後の
復旧・復興の迅速化を図る。

達成目標：今後災害が想定される地域のうち、特に緊急性が高い地域とし
て、土砂災害や洪水等の被災想定区域約360㎢における地籍調
査を概ね完了

【公図】
明治期の地租改正に伴い作られた図面

【地籍図】
境界が正確な地図

地籍
調査

防災集団移転促進事業において期間が縮減された事例
（東日本大震災からの復興）

防災対策の推進、災害復旧・復興の迅速化

○ 気象の急激な変化に伴う災害が多発している中、防災対策の推進が必要

○ 被災後は道路等のライフラインの復旧・復興が急務

○ 地籍調査が実施済であれば、土地の境界の確認が円滑に行われ

るため、事業期間が大幅に縮減

約7ヵ月

約１～１年半 （推計）

【期間の縮減効果】
半年～１年

実
施

未
実
施

宮城県名取市下増田地区

地籍調査により作成される図面

移転元 移転先

８
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